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研究成果の概要（和文）：本研究は、わが国における監査役会の機能の解明を図ることを目的としている。監査
役会の機能は，独立性，専門性，活動水準といったファクターから構成される監査役会の企業特性によって異な
るという仮説を定立した。膨大な数のサンプルを用いたアーカイバル研究を実施した結果，監査の品質（ひいて
は財務報告の品質）は，監査人の能力と態度だけではなく，監査役会の能力と態度によっても左右されることを
示す複数の証拠を得ることができた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to elucidate the functioning of the Audit & 
Supervisory Board in Japan. We hypothesized that the functioning of Audit & Supervisory Board  
depends on its characteristics, which consists of factors such as independence, specialization, and 
level of activity. After conducting archival studies with a large number of samples, we obtained 
some evidences that audit quality (and thus financial reporting quality) depends not only on the 
competence and attitude of the auditor, but also on the competence and attitude of the board of 
auditors.

研究分野： 会計学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は，世界的に見てもユニークであるとされる監査役会の機能について，独立性，専門性，活動水準といっ
たファクターから構成される監査役会の企業特性の観点から解明を図ったオリジナリティの高い研究である。本
研究では監査役会に関連する制度の吟味や膨大な数の先行研究のサーベイを実施するなど，数多くの基礎研究を
実施しており，今後展開されるであろう監査役会に関連する研究に多大な貢献をすると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
わが国の監査役（会）あるいは監査人（会計監査人，監査法人，公認会計士等）をめぐる研究

を遂行する上で大きな転機となる法案，すなわち「会社法の一部を改正する法律案」（以下，平
成 26 年改正会社法と記述する）が，紆余曲折を経たのちに平成 25 年 11 月 29 日の閣議決定後
に国会に提出され，平成 26 年 6 月 20 日，参議院本会議にて可決成立した。平成 26 年改正会社
法のうち，とくに，1) 上場会社等が社外取締役を設置していない場合に，設置することが相当
ではない理由を開示しなければならないこと，2) 社外取締役および社外監査役の“社外性要件”
が厳格化されたこと，3) これまでの「監査役会設置会社」「委員会設置会社（平成 26 年改正会
社法では指名委員会等設置会社）」に加えて新たに「監査等委員会設置会社」が創設されたこと，
4) 会計監査人の選任・解任・不再任にかんする議案内容の決定権を監査役会が有すること，の
４つについて，法学領域の研究者のみならず，会計・監査領域の研究者にとっても無視できない
改正点として挙げることができる。この４つの改正点は，監査役会，監査等委員会，監査委員会
（以下，監査役会等と記述する）の独立性，専門性，活動水準といった企業特性に大きく影響を
与える可能性が高いと考えられる。平成 26 年改正会社法施行後における，監査役会等の企業特
性の決定要因および経済的帰結を明らかにすることは，アカデミックサイドにとって領域を問
わず興味深い研究テーマである。 
 
２．研究の目的 
本研究は，わが国の監査役会の機能について，監査等委員会，監査委員会，および米国型の監 

査委員会等と比較・検討する形式で，理論的および実証的に明らかにすることを目的とする。本 
研究では，監査役会の機能は，独立性，専門性，活動水準といったファクターから構成される監 
査役会の企業特性（characteristics of Audit & Advisory Board）によって異なるという仮説を
定立する。すなわち，細部にわたってよく整備・運用された監査役会は，監査等委員会，監査委
員会，および米国型の監査委員会と遜色ないレベルで，あるいは上回るレベルで，取締役会に対
するモニタリング機能（もしくは監査機能）を発揮し，ひいては長期的に企業価値を高めると予
想するのである。 
 
３．研究の方法 
本研究は，監査役会の機能が企業特性に応じて異なるのかどうかについて，会計学および法学

のそれぞれの立場を超えて解明しようとするものである。本研究では，会計学，監査論および会
社法のパートごとにそれぞれの分野に精通したメンバーを配置するが，本研究の円滑な遂行の
ためには，各パートの研究者間の連携のための研究計画・方法が最も重要となる。具体的には，
定期的に打合せのための会議を頻繁に実施することで，会計学・監査論・会社法のそれぞれのパ
ートの問題意識を共有化するとともに各パート間の調整を図ることを計画している。本研究の
ような学際的研究分野では，各パートの研究者による固有のアイデアの創造と研究者間での問
題意識の共有化という異質な作業を順次効率よく実施することが不可欠である。 
 
４．研究成果 
本研究は，わが国における監査役会の機能の解明を図ることを目的としており，その目的遂行

のために，以下のプロセスで研究を遂行した。すなわち，１）監査役会，監査等委員会および監
査委員会にかんする実態調査の段階，２）わが国上場企業における機関設計の決定要因分析の段
階，３）わが国上場企業における機関設計の経済的帰結分析の段階である。われわれは，本研究
を遂行した結果，以下のような成果を得た。 
 
(1) われわれはまず，これまで明らかにされてこなかった監査等委員会の実態調査を実施すると
ともに，監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行する決定要因分析を実施した。その
結果については，日本ディスクロージャー研究学会にて報告を行い，フロアから有益なコメント
を得た。その後，慎重なデータの吟味を実施したのちに論文化している（Asano, Enomoto and 
Matsunaka, 2021)。 
 
(2) わが国における監査役会の機能の解明を図るためには，監査役会の機能の良し悪しを測定す
るためにどのようなベンチマークを用いるかという問題を避けては通れない。われわれは，株価
指標や利益マネジメント指標のほか，ゴーイング・コンサーン情報にも注目することにした。わ
が国の現行のゴーイング・コンサーン情報の開示制度については，制度が複雑なこともあって，
研究対象としてほとんど注目されていない。われわれはまず，わが国におけるゴーイング・コン 
サーン情報開示制度の基礎研究を実施した。ゴーイング・コンサーンに関する基礎研究は，本研
究において監査役会の機能を測定するベンチマークとして用いるためには必須である。これら
ベンチマークに関する研究については論文として公表している（浅野・今西, 2017, 2018）。 
 



(3) 監査委員会の機能の解明を図るためには，米国を中心に実施されている監査委員会の企業特
性に関する先行研究のサーベイが必須である。米国では，監査委員会の企業特性が監査の品質も
しくは財務報告の品質に影響を与えるか否かについて解明を図った膨大な数の研究が存在する。
本研究では，先行研究のサーベイについて，ナラティブ・レビュー（伝統的レビュー）に加えて，
システマティック・レビューを実施した。その結果，概ねにおいて，監査委員会の企業特性が高
まれば財務報告の品質が高まることを示す結果が得られている。なお，研究成果の一部について
は，論文として公表している（浅野, 2018, 2020, 2021)。 
 
(4) わが国の監査役会制度は国際的にみても非常にユニークな制度である一方（神田, 2013, 168-
170 頁を参照)，米国をはじめとした諸外国で広範に実施されている経験的研究は，米国型モニ
タリング・モデルである監査委員会を対象としている。したがって，わが国で経験的研究を実施
するためには，監査委員会制度と比較するかたちで監査役会制度について隅々まで理解してお
く必要がある。本研究では，監査役会と監査委員会（および監査等委員会）は制度的に大きく異
なり，それゆえ，諸外国の先行研究とは異なる仮説（特に常勤監査役に関する仮説など）を定立
し，アーカイバル研究を実施している。その研究成果は，Asano, Enomoto and Matsunaka (2021)，
松中（2018a,b,c, 2020）によって公表されている。 
 
(5) わが国の監査役会制度についてアーカイバル研究を実施する際には，利用するデータの規模，
データの動き，開示の規則性，について十分に注意・検討する必要がある。この点についてはメ
ンバー間で慎重に議論を積み重ね，議論の内容については，榎本（2017, 2018），榎本・山口
（2020ab），Enomoto, Kimura, and Yamaguchi（2018），Enomoto（2020）といった研究成果
に生かされている。 
 
(6) 本研究では，監査役会の機能は，独立性，専門性，活動水準といったファクターから構成さ
れる監査役会の企業特性によって異なるという仮説を定立した。膨大な数のサンプルを用いた
アーカイバル研究を実施した結果，監査の品質（Audit Quality）は，監査人の能力と態度
（DeAngelo, 1981, DeFond and Zhang, 2014 などを参照）だけではなく，監査役会（等）の能
力と態度によっても左右されることを示す複数の結果を得ることができた。その成果について
は，研究代表者の浅野によって，『監査役会の機能』（中央経済社，2021 年度中に刊行予定）で
公表される予定である。 
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